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　国民が安心して生活するためには、インフラ整備に関わる人間が自然災
害から国民の生命を守り、安定した経済活動を維持できる仕組みを作り上
げなければいけません。そのためには、国土の強靱化、すなわち、道路、
堤防、港湾、空港など様々な社会資本の強靱化が必要となります。
　しかし、日本は国土を形成する地質が非常に複雑で、地震や台風、豪雨
などの自然災害が多発する地域に位置しています。国土強靱化には社会資
本整備に携わる人々の多大な労力や優れた技術が必要です。
　ＳＵＰＥＲＪＥＴ工法は、数ある高圧噴射攪拌工法の中でも大型の改良
径を確実に作る最も効率的な工法です。年代に流体力学や地盤工学等ハ
イテク技術を結集し、最大改良径５ｍの大口径改良体の実用化に成功して
以来、お客様の多様なニーズにお応えするために、四半世紀の間継続して
最先端技術を導入し、件を超える実績を重ねてまいりました。
　小型の施工機を使用して地中に㎝程度の穴をあけるだけで、近接する
構造物への影響や地盤の隆起や沈下を発生させず、φ．ｍ、．ｍ、．
ｍの３種類のソイルセメント柱を造成することが可能です。さらに、その
特徴である施工自由度の高さから、非常に狭い空間や大深度といった難易
度の高い条件の場合に有効な工法です。
　社会資本の強靱化に我々のＳＵＰＥＲＪＥＴ工法の技術が地盤改良とい
う分野からお役に立ちたいと会員会社一同考えております。
　これからも変わらずのご指導・ご鞭撻をいただけますようお願い致しま
す。

　昨今の自然災害の被害は想定された規模を大きく上回り、我が国の防災
対策が未だ不十分であることを痛感いたしました。一方、日本の経済環境
は、グローバル化に伴って他国との競争が激化しており、一時も経済活動
を停滞させられない状況に追い込まれています。このような現状において
我が国に今必要なことは「国土の強靱化」なのです。
　クロスジェット協会は、地盤改良を通して次世代につながる強靱な社会
基盤の構築に寄与し、国民生活の「安全」を守り、「活発な経済」を支え
ることこそが使命だと考えております。
　本工法は、従来の高圧噴射撹拌工法と異なり、改良体の形を物理的に規
定する工法です。柱の形が規定されるので、高品質の改良体を作ることが
可能となりました。その原理は、２本のジェット噴流を所定の地点で衝突
させる点にあります。衝突後の噴流は減衰して切削能力を失い、地質の種
類や硬さに影響をされずに、衝突地点までを半径として確実に保った改良
体を作ることができるのです。
　クロスジェット工法は本年度ニーズの多様化に対応し、改良体の有効径
としてφ．ｍ、φ．ｍの２種類に加え、従来のφ．ｍと合わせ３種類
の改良径を揃えました。
　これからも、当協会は確実な品質の地盤改良をご提供することにより、
強靱な国土づくりに貢献して参りたいと思っております。
　今後も皆様方のご指導・ご鞭撻の程よろしくお願い申し上げます。

　斜面受圧板協会は、年に発足し、当初は３工法でスタートいたしま
したが、現在では４工法を加え、合計７工法の製品をお客さまに提供して
まいりまして、約年が経過致しました。
　施工実績は、全国各地に及び、その施工枚数は、約，枚に達してお
ります。
　これらの工法は、数々の特長を有しており、斜面安定工法の一般的な工
法として、広く採用されております。
このなかで、「三位一体の受圧板工法」の開発経緯は、先の岩手・宮城内
陸地震（年）により、受圧板アンカーが、想定外の外力の作用により
多数破断し、その飛び出し事象が発生いたしました。これに端を発し、受
圧板工法の安全・安心のコンセプトは、受圧板が強く（ＰＵＣ受圧板工法）、
割れない（ざぶとん裏込め工法）またアンカーが飛び出さない（セーフテ
ィキャップ）ことであり、このための飛び出し防止装置として、我が国で
は先駆的な「セーフティキャップ」を開発したものです。
　この「セーフティキャップ」の開発により、既開発の「ＰＵＣ受圧板工
法」「ざぶとん裏込め工法」と「セーフティキャップ」の三つの要素が互
いに働いて一体となり＂強い、割れない、飛び出さない＂「三位一体の受
圧板工法」を作り出しました。
　またＰＵＣ・ＲＵＣ受圧板について、急角度アンカー（°以上）への
対応用として、特殊（Ｅｘ）ＰＵＣ・ＲＵＣ受圧板を開発し、お客さまに
提供する事と致しました。
　これで当協会は、種別として、普通から特殊まで、また構造として、Ｐ
Ｃ製（ＰＵＣ受圧板）・ＲＣ製（ＲＵＣ受圧板）から鋳鉄製（ＧＥＴ受圧
板）に至るまで、一連の受圧板シリーズが完成し、お客さまのさまざまな
ニーズに応えられるようになりました。
　今後とも倍旧のご指導、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

　地盤注入開発機構は、薬液注入分野の５協会「複合注
入工法研究会」「シリカゾルグラウト会」「マルチパッ
カ工法協会」「恒久グラウト・本設注入協会」「強化土
グループ」を統括する組織として年に設立され、お
かげさまで本年年目の活動を行っております。
　東日本大震災の発生以来、建設業界を取り巻く環境は
大きく変動し、防災への対策を強化していく事が大きな
テーマとなってまいりました。
　このことは従来にも増して技術重視型に変革したとい
うことで、専門工事業者にとっては自社の技術をどのよ
うに活用して社会に貢献していくかを問われていく事と
思われます。
　当機構は永年に亘り、常に時代の要望・変化に対応す
べく、従来技術の改良や新規技術の開発を進めてまいり
ました。当機構の技術は東日本大震災でも施工個所で確
認する限り、液状化被害皆無という大きな成果を発揮し、
従来提案・推奨して参りました理論・技術の正しさが実
地で証明できた事例となりました。これをまとめた報告
書（「東北地方太平洋沖地震と恒久グラウト改良地盤」）
はすでに発表させていただき、各種資料を取り揃えてお
りますので是非当機構までお問い合わせ頂けますようお
願い申し上げます。
　以下にて当機構の各協会の活動をご紹介させて頂きま
す。
　「複合注入工法研究会」
　当研究会が推進する二重管ロッド複合注入工法は長い
歴史を持つ工法ですが、現在なお薬液注入工法の主力と
して群を抜く実績をあげております。その施工件数は，
件以上におよび本工法の高い技術を証明しておりま
す。
　「シリカゾルグラウト会」
　協会内における耐久グラウト研究会を中心に産学協同
研究による長期耐久性の研究を行い、シリカゾルグラウ
トの耐久性のメカニズムを解明しホモゲルおよびサンド
ゲルの長期耐久性について確認・実証し、耐久グラウト
として施工実績は５万件以上に上ります。また、長期耐
久性を持つシリカゾルグラウトには環境対策も重要な項
目となってまいりますのでコンクリート構造物に対する
保護機能をもつマスキングシリカを開発し、年以上の
研究によりそれを実証したマスキングシリカゾル「ハー
ドライザーシリーズ」を使用しております。

　さらに、業界で初めて無機系溶液型で高強度を期待で
きるシリカゾルを全自動で連続製造し、配合水への海水
利用を可能にしたシステム（「フルオートシリカシステ
ム」）の開発に成功致しました。
　「マルチパッカ工法協会」
　本工法は特殊な注入管（内管、外管）を用いることに
より、従来の二重管ダブルパッカ工法の改良効果の信頼
性を保持しながら様々なバリエーションを備えた画期的
な注入工法です。２ステージ同時注入や一次・二次同時
注入が可能ですので工期短縮に大きく貢献できる工法と
言えます。
　「恒久グラウト・本設注入協会」（別記事をご覧くだ
さい。）
　「強化土グループ」（別記事をご覧ください。）　
　このような現状を踏まえ、地盤工学会、土木学会
の特別会員であります当機構は、昨年度、関東地区（日
本科学未来館）、関西地区（科学技術センター）におき
まして「最近の薬液注入工法技術研究発表会」（ＣＰＤ
認定プログラム）を開催し、耐震補強、恒久グラウトに
よる本設地盤改良・液状化対策工に加えまして、東日本
大震災における改良効果の実証確認を題材に名を超
える発注者・コンサルタント・建設会社の皆様にご聴講
頂き、当機構の保有する技術に対する高い期待を感じま
した。当日は東京都市大学末政直晃教授、東京大学内村
太郎准教授、大阪大学常田賢一教授に特別講演を頂き、
当機構の技術陣が最先端技術をご披露し好評をいただき
ました。
　本年度につきましても、引き続き全国各地での技術研
究発表会に加え、会員（専門工事業者）と賛助会員向け
の会員講習会、個別の公共機関・団体様向けの技術研修
会も随時開催致します。
　地盤注入開発機構は今後も薬液注入分野における最大
の業界団体の一つとして、絶え間ない研究開発とそれに
より実用化された新規技術の情報を皆様に発信し続ける
組織であり、工法コンプライアンスを重視しながら材料
のみならず、注入工法を含む統合技術として耐震補強、
液状化対策工を中心に皆様にご提案し、社会貢献へ努め
て参りたいと希望しております。
　今後とも皆様方のご指導・ご鞭撻をお願い申し上げま
す。

　強化土グループは創立以来、「産学協同研究」を基本
とし「施工会社、材料メーカー、機械メーカー」からな
る地盤注入開発機構を組織し、シリカを素材とした「環
境・耐久・浸透」をテーマとした「注入材と工法」を一
体化した本設注入技術の開発を目指して参りました。
　年に水ガラスグラウトが川に流入したという情報
からヒントを得て発明した水ガラスを酸で中和したグラ
ウトが中酸性系グラウトとして、長結型耐久性シリカゾ
ルグラウトへと発展しました。さらにマスキングシリカ
による土中構造物の保護技術、海水処方、高強度シリカ
など多数の新規技術を付与して、この年間にその施工
実績は５万件以上に達し、地盤注入分野での最大の施工
実績を上げて、長期耐久グラウトに成長しております
（シリカゾルグラウト会）。
　このシリカゾルグラウトの多数の実績と知見をもとに
本設注入が要求される恒久要件を満たすために開発され
た脱アルカリにコロイド化を付与した活性シリカコロイ
ド系グラウトが恒久グラウトです。
　恒久グラウトは浸透水圧下での港湾地区で要求される
ゲルの構造が安定なコロイド化とインフラにおいて要求
される環境保全性を付与した無機溶液型活性シリカコロ
イド「パーマロックシリーズ」と水和結合による高強度
を付与した超微粒子複合シリカ「ハイブリッドシリカシ
リーズ」であって、これらが注入技術、環境技術と一体
となって構成されております（恒久グラウト・本設注入
協会）。
　年にスタートした東洋大学米倉研究室の「薬液注入
の長期耐久性の研究」によって無機系、有機系、シリカ
ゾル系、コロイド系の耐久性のメカニズムの解明と最初
の学会発表がされ（年）、その後年以上の長期耐久
性の実証研究がされ、平行して恒久グラウトを用いた急
速浸透注入工法の開発に成功しました。
　「急速浸透注入工法」としては、柱状浸透注入工法
「エキスパッカ工法」や「マルチストレーナ工法」、３
Ｄ多点注入工法「超多点注入工法」「多点同時注入工法」
等が開発され、更に「スリーＰシステム」や「多連シス
テム」や「マグマアクション法」等の土粒子間急速浸透
注入システムが開発されました（急速浸透注入協会）。

恒久グラウトを用いた急速浸透注入工法は年以上の大
規模野外試験による浸透固結性と経年固結性の実証、多
数の現場データの蓄積と本設注入試験センターによる現
場採取土注入設計法や地盤珪化評価法の開発等を背景に
して日本各地で液状化対策工へと使用されるようになり
ました（液状化防止注入協会）。その結果、現在施工実
績は，件以上で注入実績は５億㍑以上となっており
ます。これらの成果が年度地盤工学会技術開発賞「恒
久グラウトと注入技術」（米倉亮三、島田俊介）と評価
されました。また本年度には「多点同時注入工法―恒久
グラウトを用いた変位抑制型の薬液浸透注入工法―」が
沿岸技術研究センター評価証、第，号として認定さ
れております。
　液状化対策工は．～．ｍの注入孔間隔（仮設注入で
は．ｍ）で多様な地盤条件、施工条件、環境条件下で
いつ発生するかわからない地震に対して注入地盤の所定
の効果の永続性を要求されます。このため、多くの現場
経験において直面した課題ごとに産学協同研究で本設注
入に必要な要素技術の研究開発を進めて参りました。
年３月日の東日本大震災では広範囲にわたって液状化
が生じましたが、恒久グラウト・本設注入工法により液
状化対策工を実施した地盤では液状化被害が皆無である
ことを施工地盤（８現場）の追跡調査によって確認しま
した。さらに改良地盤は地震後も液状化強度の劣化がな
いことを確認しています。これによって、室内試験によ
る注入材そのものの耐久性のみでは確認しきれない浸透
水圧下で広い注入孔間隔での注入地盤の実際の大地震に
対する耐震効果を実証することができました（恒久グラ
ウト・本設注入協会）。これらの実績によって、恒久グ
ラウト・本設注入工法は互いに関連する恒久グラウト、
急速浸透注入工法、環境保全技術の三大要件を本設注入
試験センターによる現場採取土を用いた注入設計と多数
の施工現場の実績と東日本大震災に対する効果確認の結
果と要素技術と共に一体化した統合技術であるとのコン
セプトを確立し、環境保全型耐震地盤強化工法として技
術の研鑽に努めております。
　今後とも、関係各位の御指導と御鞭撻を心よりお願い
申し上げます。


